
 

 

評議員会の権限強化をめざす「有識者会議」 

今般の私学ガバナンス改革は、日本大学の不祥

事と重なったため、あたかも私学理事長の暴走防

止対策のように喧伝されているが、発端は2019年

6月に安倍政権下で閣議決定された「経済財政運

営と改革の基本方針2019」で「私学のガバナンス

機能が発揮できる制度改正の検討実施」が盛り込

まれたことにある。 

 これを受けて2019年12月に「学校法人ガバナン

ス有識者会議」が発足し、2021年3月に次の事項

を骨子とする報告書を公表した。 

〇評議員会を議決機関とする（現在は諮問機関） 

〇評議員会が理事・監事の選任・解任を行う 

〇評議員の選任・解任を理事会には認めない 

「改革会議」の暴走による評議員会規定の変質 

 2021年6月に菅政権下の「基本方針2021」で、

安倍政権下の閣議決定が再確認されたことを受け

て、ガバナンスの抜本的改革の具体的を検討する

と称して、「学校法人ガバナンス改革会議」が発

足し、2021年12月に公表した報告書では、次のよ

うな大胆な改革案を盛り込んだ。 

〇評議員会を最高監督・議決機関とする 

〇最低人数は、3人とする 

〇教職員の評議員は一切認めない 

増田宏一座長（公認会計士）が、「今回の改正

で評議員会は従前とは全く異なる機関とする」と

豪語するだけのことはあり、あまりに極論すぎて

実効性を伴わない提言だ。「仕掛け人」は、安倍

側近で当時文部科学大臣の萩生田光一衆議院議員

や自民党行政改革本部長だった塩崎恭久衆議院議

員(当時・2021年秋の衆院選で引退)との説もある。 

ガバナンス改革に程遠い「特別委員会」の報告書 

「改革会議」の提言は、私学経営者団体から猛

反発を受け、2022年1月に「学校法人制度改革特

別委員会」が設置され、私大連盟会長・私大協会

会長等、私学経営者7団体の代表者がことごとく

委員として就任した。3月に提示された報告者は、

「関係者の意見の集約が難しい状況が一時見られ

た」などと「改革会議」の姿勢を批判し、「改革

会議」の「独断専行」への軌道修正といえる。 

ただ、当然ながら「学校法人ガバナンス有識者

会議」が提言した「評議員会の権限強化」等の改

革案の主要部分は全く取り入れられず、「理事と

評議員の兼職禁止」以外はほぼ現行のままで骨抜

きとなり、ガバナンス改革の実現には程遠い内容だ。 

さらに後退した「私立学校改正法案」に反対 

私学法改正案は、 

〇理事の選任・解任を評議員会ではなく「理事

選任機関」に担わせる 

〇理事会による評議員選任者の上限を1/2とする 

〇教職員評議員の上限を1/3とする 

等の「特別委員会」の報告書からの更なる後退

をみせている。 

稀に見る紆余曲折を経て、国会提出された改正

案だが、「大山鳴動して鼠一匹」とはまさしくこ

のことだ。我々は改正法案に賛成しようがない。 
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私立学校法改正案が、2月17日に国会に提出され、3月9日に衆議院文部科学委員会に付託された。同法案
は、実効性のあるガバナンス改革を推進するとして、2020年から検討されてきたが、学校法人制度改革特別
委員会が取りまとめた報告書は、各私学経営者団体の意見を大幅に取り入れたものとなった。それを受けた今
回の私立学校法改正案は、ガバナンス改革の実現には程遠い内容と言える。 
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＜東電株主代表訴訟に勝利＞ 

昨年7月13日に出された判決は、22兆円を支払

え！と訴えていた私たちでさえ驚きを隠せない完

全勝利に近いものでした。会社経営者の社会的責

任を問う株主代表訴訟に馴染みがないため、高額

な賠償金が原告に入ると勘違いして報道したメデ

ィアもあり、株主だけ儲けるのかとのお怒りも多

く寄せられました。本来なら会社が旧経営者を訴

えるべきところを、代わりに株主が提訴する訴訟

で、勝利が確定しても賠償金は会社に支払われま

す。しかし、支払命令を受けた勝俣、武藤、武黒、

清水被告が控訴しましたので、役員就任時期が遅

かったとして小森被告が逃れたことを不服として

私たち株主も控訴。東京高裁を舞台に控訴審が夏

頃から始まります。 

＜福島原発事故裁判＞ 

30件ほど闘っている被災者賠償訴訟では、東電

の責任は認められ、会社に賠償金の上載せ支払い

命令は出されていますが、国の責任を認める判決

は中々出ません。また日本では肩書きを外せば責

任を取ったとみなす風潮があり、悲劇は繰り返さ

れています。安全対策を怠り事故を招いた当時の

役員個人に責任を取らせない限り根本的な解決に

はならないとの考えで提訴されているのが、株主

代表訴訟(民事)と福島原発事故裁判(刑事)ですが、

判決は真逆のものでした。 

＜東電株主代表訴訟判決＞ 

では、東電株主代表訴訟が何故勝利できたのか

について少し書いてみます。 

① 1995年の阪神淡路大震災を受け、当時の地質、

地震、気象などの学者を選りすぐった国の地震

本部が設置され発表されたのが「長期評価」

(2002年)ですが、福島県沖に大規模地震が起こ

ると予想しました。それに従って東電社内でシ

ュミレーションしたところ15.7mの津波を予測。 

② 2008年東電では津波対策を進めることが決ま

り、東電社員が出向していた東海第二では盛り

土をするなど対策したにもかかわらず、東電は、

経営陣の判断で中止し、土木学会に再検討を依

頼し、対策を放置。 

③ この間、地質学の岡村行信さんに東電の担当

者が、お墨付きを得るため３回も訪問するが、

岡村さんは、調査は無駄今すぐ対策すべきと伝

えたと証言。 

④ また、2004年スマトラ沖地震の直後、地震学

の世界的権威の金森博雄さんが福島県沖でスマ

トラ地震に匹敵する地震や津波の可能性を指摘

していたことを地震学者の濱田信生さんが証言。 

⑤ 元東芝で原発の基本設計に関わり、福島第一

原発をよく知る技術者の渡辺敦雄さんは、水密

化とは造船や潜水などで一般的に使われている

確立した技術であり、防潮壁に比べ時間や費用

も掛からない。水密化することは充分できたは

ずだと証言。 

⑥ 2010年7月、津波対策ワーキンググループが立

ち上がるが、役員のやる気がなく議論も対策も

進まず3.11を迎えてしまった。 

＜裁判の現状＞ 

これまで、裁判には出なかった証人を探し出し

た弁護士さんの努力。「私は潜水が趣味」と身を

乗り出して質問する裁判長。更に付け加えるなら、

証人尋問は事前に質問を通告する国会でも横行し

ている方法ですが、裁判官３人の質問は事前通告

がありません。原告側証人は専門家ですから嬉々

として答えましたが、被告は、嘘が澱みなく出る

ように練習を重ねているものの、予期せぬ質問に

しどろもどろ。狼狽えている姿が哀れです。 

また、現地を見て欲しいという要望に応えて裁

判官としては初めて福島原発の敷地内を検証し、

取排水の経済性のため 30mの大地を20mも掘り下げ

たすり鉢状の地形に建つ敷地を実際に体感し、担

当者に質問を浴びせました。 

＜脱原発・東電株主運動＞ 

福島や新潟に危険な原発を押し付けている東電

そして恩恵を享受している私たち。チェルノブイ

リ原発事故で、原発を

止めたいと立ち上が

り、東電の株主になっ

て中から脱原発をと、

株主総会に脱原発議案

を出し続けて30年。長

い闘いの苦労が報われ

た判決ではあります

が、闘いは続きます。

ご支援ください。 
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